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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期
第３四半期
連結累計期間

第53期
第３四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年12月31日

自　2018年４月１日
至　2018年12月31日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （千円） 5,600,427 5,627,584 7,767,966

経常利益 （千円） 344,371 298,065 464,321

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益

（千円） 215,382 188,458 304,568

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 215,382 188,458 304,568

純資産額 （千円） 3,918,521 4,152,969 4,007,707

総資産額 （千円） 6,234,472 6,261,532 6,475,714

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 44.51 38.95 62.94

潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 43.26 37.75 61.15

自己資本比率 （％） 62.4 65.8 61.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △77,418 112,989 348,338

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △117,046 △21,543 △116,835

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △163,890 △220,714 △206,134

現金及び現金同等物の四半期末（期
末）残高

（千円） 1,281,789 1,536,244 1,665,513

 

回次
第52期
第３四半期
連結会計期間

第53期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2017年10月１日
至　2017年12月31日

自　2018年10月１日
至　2018年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.16 15.28

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、2018年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であった株式会社ホンダカーズ東葛と株式会社

ティーエスシーは、株式会社ホンダカーズ東葛を存続会社として合併いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行なって

おります。

 

(1）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2018年４月１日～2018年12月31日）におけるわが国の経済環境は、企業収益の改善

の動きは横ばいの状況であるものの、雇用環境等は改善の動きを続けており、個人消費についても持ち直しの動き

が見られる等、全体では緩やかに回復しつつある状況で推移しました。

このような環境のなか、当社グループにおいて中核事業である自動車販売関連事業が属する自動車販売業界で

は、登録車（普通自動車）、届出車（軽自動車）ともに、モデルチェンジ等の効果が持続している車種の販売が堅

調に推移したことから、当第３四半期連結累計期間の国内新車販売台数は3,731,374台（登録車（普通自動車）・

届出車（軽自動車）の合計。前年同四半期比2.1％増）となりました。

当社グループにおけるセグメント毎の状況につきましては以下のとおりであります。

新車販売につきましては、前期にモデルチェンジを受けた車種の販売は堅調に推移しましたが、その他の車種の

販売が伸び悩み、販売台数は1,660台（前年同四半期比0.9％増）となりました。登録受取手数料等の手数料収入及

び整備業務を行うサービス売上は前年同四半期に比べて減少しました。売上高は47億13百万円（前年同四半期比

1.9％増）となりました。

中古車販売につきましては、新車販売からの下取車、オークション等からの外部仕入により販売車両の確保に努

めましたが、販売台数は1,342台（前年同四半期比3.7％減。内訳：小売台数564台（前年同四半期比8.6％減）、卸

売台数778台（前年同四半期比増減なし））となりました。また、サービス売上は増加しましたが、登録受取手数

料等の手数料収入が減少したこと等から売上高は８億34百万円（前年同四半期比7.0％減）となりました。

その他につきましては、生命保険・損害保険代理店業関連事業において、商品構成の変化などにより保険取扱手

数料が増加したこと等から売上高は79百万円（前年同四半期比4.4％増）となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は56億27百万円（前年同四半期比0.5％増）とな

り、営業利益は２億84百万円（前年同四半期比15.6％減）、経常利益は２億98百万円（前年同四半期比13.4％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億88百万円（前年同四半期比12.5％減）となりました。

これは、売上高については微増となりましたが、自動車販売関連事業において、一般管理費が前年同四半期に比

べて増加したことによるものです。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は32億29百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億80百万円減少い

たしました。これは商品及び製品が１億61百万円増加、現金及び預金が１億29百万円、受取手形及び売掛金が１億

98百万円、その他の流動資産が13百万円それぞれ減少したことによるものです。固定資産は30億32百万円となり、

前連結会計年度末に比べて33百万円減少いたしました。これは主に有形固定資産が23百万円、投資その他の資産が

９百万円それぞれ減少したことによるものです。

この結果、総資産は62億61百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億14百万円減少いたしました。

 

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は18億90百万円となり、前連結会計年度末に比べて３億56百万円減少い

たしました。これは主に買掛金が96百万円、短期借入金が１億34百万円、賞与引当金が27百万円、未払法人税等が

60百万円、その他の流動負債が29百万円それぞれ減少したことによるものです。固定負債は２億18百万円となり、

前連結会計年度末に比べて２百万円減少いたしました。これはその他の固定負債が26百万円増加、長期借入金が29

百万円減少したことによるものです。

この結果、負債合計は21億８百万円となり、前連結会計年度末に比べて３億59百万円減少いたしました。
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（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は41億52百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億45百万円増加

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益１億88百万円及び剰余金の配当48百万円によるもの

です。また、自己資本比率は65.8％（前連結会計年度末は61.5％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ１億29百万円減少し、当四半期連結会計期間末には15億36百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において営業活動の結果獲得した資金は１億12百万円（前年同四半期は77百万円の使

用）となりました。これは税金等調整前四半期純利益２億95百万円から主に減価償却費93百万円、売上債権の減少

額２億57百万円、その他の資産の減少額15百万円、賞与引当金の減少額27百万円、たな卸資産の増加額２億11百万

円、仕入債務の減少額96百万円、その他の負債の減少額53百万円及び法人税等の支払額１億66百万円等を調整した

ものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は21百万円（前年同四半期は１億17百万円の使

用）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出29百万円、貸付金の回収による収入８百万円による

ものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は２億20百万円（前年同四半期は１億63百万円

の使用）となりました。これは借入金の返済による支出１億72百万円及び配当金の支払額48百万円によるもので

す。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,920,000

計 16,920,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2019年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,840,000 4,840,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,840,000 4,840,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2018年10月１日～
2018年12月31日

－ 4,840,000 － 211,085 － 200,496

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,837,900 48,379 －

単元未満株式 普通株式 400 － －

発行済株式総数  4,840,000 － －

総株主の議決権 － 48,379 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式１株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社東葛ホールディ

ングス

千葉県松戸市小金きよし

ケ丘三丁目21番地の１
1,700 － 1,700 0.03

計 － 1,700 － 1,700 0.03

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から

2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,665,513 1,536,244

受取手形及び売掛金 ※ 1,259,755 ※ 1,061,187

商品及び製品 382,250 543,338

その他 102,402 88,718

流動資産合計 3,409,921 3,229,489

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 491,305 476,618

機械装置及び運搬具（純額） 220,641 213,057

土地 2,109,461 2,109,461

その他（純額） 7,072 5,576

有形固定資産合計 2,828,480 2,804,713

無形固定資産 941 632

投資その他の資産 236,370 226,697

固定資産合計 3,065,792 3,032,043

資産合計 6,475,714 6,261,532

負債の部   

流動負債   

買掛金 526,116 430,106

短期借入金 1,184,003 1,049,175

1年内返済予定の長期借入金 50,004 41,646

未払法人税等 80,169 19,606

賞与引当金 48,134 20,394

その他 358,742 329,366

流動負債合計 2,247,169 1,890,296

固定負債   

長期借入金 29,145 －

その他 191,691 218,266

固定負債合計 220,836 218,266

負債合計 2,468,006 2,108,562

純資産の部   

株主資本   

資本金 211,085 211,085

資本剰余金 200,496 200,496

利益剰余金 3,569,379 3,709,454

自己株式 △673 △673

株主資本合計 3,980,287 4,120,363

新株予約権 27,420 32,606

純資産合計 4,007,707 4,152,969

負債純資産合計 6,475,714 6,261,532

 

EDINET提出書類

株式会社東葛ホールディングス(E03401)

四半期報告書

 8/17



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 5,600,427 5,627,584

売上原価 4,326,980 4,370,304

売上総利益 1,273,447 1,257,279

販売費及び一般管理費 936,116 972,648

営業利益 337,331 284,630

営業外収益   

受取利息 922 806

受取手数料 9,472 12,881

その他 2,761 4,918

営業外収益合計 13,156 18,606

営業外費用   

支払利息 5,774 5,070

その他 342 100

営業外費用合計 6,116 5,171

経常利益 344,371 298,065

特別損失   

固定資産処分損 584 2,583

特別損失合計 584 2,583

税金等調整前四半期純利益 343,786 295,482

法人税等 128,404 107,023

四半期純利益 215,382 188,458

親会社株主に帰属する四半期純利益 215,382 188,458
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 215,382 188,458

四半期包括利益 215,382 188,458

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 215,382 188,458

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 343,786 295,482

減価償却費 88,910 93,343

賞与引当金の増減額（△は減少） △29,114 △27,739

株式報酬費用 4,890 5,186

受取利息及び受取配当金 △922 △806

支払利息 5,774 5,070

固定資産処分損益（△は益） 584 2,583

売上債権の増減額（△は増加） 99,428 257,655

たな卸資産の増減額（△は増加） △360,899 △211,891

仕入債務の増減額（△は減少） △22,852 △96,009

その他の資産の増減額（△は増加） △4,658 15,092

その他の負債の増減額（△は減少） △41,524 △53,865

小計 83,403 284,102

利息及び配当金の受取額 18 29

利息の支払額 △5,812 △5,131

法人税等の支払額 △155,027 △166,011

営業活動によるキャッシュ・フロー △77,418 112,989

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △123,937 △29,516

無形固定資産の取得による支出 △193 －

貸付金の回収による収入 8,046 8,046

差入保証金の差入による支出 △1,317 △486

差入保証金の回収による収入 355 413

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,046 △21,543

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △78,004 △134,828

長期借入金の返済による支出 △37,503 △37,503

配当金の支払額 △48,382 △48,382

財務活動によるキャッシュ・フロー △163,890 △220,714

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △358,355 △129,268

現金及び現金同等物の期首残高 1,640,144 1,665,513

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,281,789 ※ 1,536,244

 

EDINET提出書類

株式会社東葛ホールディングス(E03401)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった株式会社ホンダカーズ東葛及び株式会社ティーエ

スシーは、株式会社ホンダカーズ東葛を存続会社として合併いたしました。本合併は、連結子会社同士の合併のた

め、連結の範囲に変更はありませんが、連結子会社の数は１社減少しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割賦債権については、株式会社オリエントコーポレーションに

集金業務を委託するとともに、同社による支払保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回収予定額の

約束手形を同社から受領しております。当該受取手形金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

受取手形及び売掛金 1,084,003千円 949,175千円

 

また、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に対して有する求償権に対し、顧客のために、当社は支払い

を再保証しています。当該再保証額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

求償権に対する再保証額 30,467千円 14,119千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

現金及び預金勘定 1,281,789千円 1,536,244千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 1,281,789千円 1,536,244千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月28日
定時株主総会

普通株式 48,382 10 2017年３月31日 2017年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式 48,382 10 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント その他
（注）

合計
 新車販売 中古車販売 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,626,859 897,311 5,524,170 76,257 5,600,427

セグメント間の内部売上高
又は振替高

256,401 96 256,497 134,037 390,535

計 4,883,260 897,407 5,780,668 210,295 5,990,963

セグメント利益 346,749 100,787 447,537 17,550 465,088

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生命保険・損害保険代理店業

関連事業及び鈑金塗装事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 447,537

「その他」の区分の利益 17,550

セグメント間取引消去 △1,821

全社費用（注） △125,935

四半期連結損益計算書の営業利益 337,331

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント その他
（注）

合計
 新車販売 中古車販売 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,713,113 834,868 5,547,982 79,601 5,627,584

セグメント間の内部売上高
又は振替高

79 － 79 133,997 134,077

計 4,713,193 834,868 5,548,061 213,599 5,761,661

セグメント利益 305,840 81,500 387,341 26,095 413,437

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生命保険・損害保険代理店業

関連事業及び鈑金塗装事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 387,341

「その他」の区分の利益 26,095

セグメント間取引消去 3,181

全社費用（注） △131,989

四半期連結損益計算書の営業利益 284,630

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 44円51銭 38円95銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 215,382 188,458

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額（千円）

215,382 188,458

普通株式の期中平均株式数（株） 4,838,299 4,838,299

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 43円26銭 37円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 140,302 152,936

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月７日

株式会社東葛ホールディングス

取締役会　御中
 
   
    

 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

    

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 岡　　賢治　　印

    

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 永利　浩史　　印

 
 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛

ホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日

から2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の2018年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社東葛ホールディングス(E03401)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

